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原型炉に係る推進体制

原型炉設計合同特別チーム：23大学、6研究機関、44企業（メンバー総数：219名）



原型炉に関するこれまでの検討の経緯①
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⚫ 第三段階核融合研究開発基本計画等、これまで原型炉に向けた方針を策定し、
研究の進展や国内外の状況の変化に応じ、適宜見直しを実施

✓ 第三段階の研究開発は、自己点火条件の達成及び長時間燃焼の実現並びに原型炉の開発に
必要な炉工学技術の基礎の形成を主要な目標として実施

✓ 第三段階の研究開発は、平成４年度から開始し、実験炉による研究開発が終了し、かつ、次期
中核装置と考えられる原型炉による研究開発が開始される段階、又は第四段階核融合研究開
発基本計画の策定が行われた段階のいずれか早い時点において完了

第三段階核融合研究開発基本計画（平成４年６月原子力委員会）

✓ トカマク方式において、一定の経済性を念頭においた原型炉に向けての開発研究をITERと並行
して進めることが妥当。

✓ 原型炉は、ITER 程度の炉心寸法と百万kW レベルの発電能力を持つことが想定。

✓ 原型炉は、1年程度の連続運転が可能であるとともに、高いプラント効率や送電端での高い出力
安定性、及び1を超える総合的なトリチウム増殖率（TBR）が必要。

今後の核融合研究開発の推進方策について（平成17年10月原子力委員会核融合専門部会）
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✓ トカマク方式を炉型とし、第四段階への移行条件を満足させる技術課題の達成を、産学官の
核融合研究開発コミュニティ全体の共通目標

✓ ①数十万kWを超える定常かつ安定した電気出力、②実用に供し得る稼働率、
③燃料の自己充足性を満足する総合的なトリチウム増殖を実現することを原型炉の目標

✓ 原型炉への移行判断は、ITERの核融合運転(DT)が見込まれる2030年代に行う。
原型炉段階に移行する際には、実用炉段階で経済性を達成できる見通しを得ておく必要。

✓ 中間C&Rを見直し、2 回に分けて実施する。

(1)JT-60SA の運転が開始する2020年頃

(2)ITER のファーストプラズマが予定される2025年から数年以内

（原型炉に必須のコンポーネントの工学開発活動の開始の適否も判断）

✓ アクションプランの時系列展開、及び中間チェックアンドレビュー項目と時期は、コミュニティ内外で
の議論のもと、ITER計画の進捗状況やBA活動の成果を踏まえて随時タスクフォースが見直し
てゆくこと

核融合原型炉研究開発の推進に向けて（平成29年12月核融合科学技術委員会）

原型炉に関するこれまでの検討の経緯②

平成27年：核融合科学技術委員会、
原型炉開発総合戦略タスクフォースの設置
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✓ 核融合発電の実現時期の前倒しが可能かどうか技術的に検討を深めることは重要な課題。何ら
かの前倒しを行う場合、ＣＲ２で期待する達成目標自体を見直すことや、原型炉に向けた研究開
発に関する優先順位を再検討することも課題

核融合原型炉研究開発に関する第１回中間チェックアンドレビュー報告書
（令和４年１月核融合科学技術委員会）

✓ 前倒しでは、2040年代の原型炉
運転開始を仮定し、そこから概念設計、
工学設計、建設、組立の期間を
バックキャストして設定

✓ 2035年の ITER燃焼実験の直後
から、原型炉建設に着手、10年後に
原型炉による発電実証を目指すことが
可能となり、現在の計画から5年程度
の前倒しの可能性

核融合発電の実施時期の前倒しに関する検討を踏まえた原型炉開発に向けた
アクションプランの検討について（令和４年10月原型炉開発総合戦略タスクフォース）

原型炉に関するこれまでの検討の経緯③



✓ 技術的な検討の結果及びアクションプランの更新案については、核融合科学技術委員会で受け入れ

✓ 「核融合発電の実施時期の変更」については、現在、ITER のベースラインの見直しが行われており、
ベースラインの検討状況等を総合的に勘案した上で判断する必要があることから、決定を保留

核融合科学技術委員会における今後の対応案（令和５年２月核融合科学技術委員会）

●産業の予見性を高めるため、発電実証時期を早期に明確化すること【文】

海外市場の獲得を目指すこととともに、国内市場の形成も重要である。文部科学省の原型炉研究開
発ロードマップ（一次まとめ）においては発電の実現時期を 2050年頃としており、また、文部科学省の
原型炉開発総合戦略タスクフォースにおいて技術的には前倒しが可能という検討結果が示された。
ITER計画の進捗及び諸外国で掲げられている野心的な目標も踏まえ、発電実証時期を出来るだ
け早く明確化するとともに、研究開発の加速により原型炉を早期に実現する。

フュージョンエネルギー・イノベーション戦略（令和５年４月統合イノベーション戦略推進会議）

原型炉に関するこれまでの検討の経緯④
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✓ 特に、国としてのコミットメントを明確にする観点から、世界に先駆けた2030年代の発電実証の
達成に向けて、必要な国の取組を含めた工程表を作成するなど、フュージョンエネルギーの早期
実現を目指す。

✓ 民間企業やアカデミアの予見可能性を高めるため、米国や英国等のスタートアップが掲げる野心
的な発電時期も踏まえつつ、ITER計画/BA活動の知見や新興技術を最大限活用し、バック
キャストに基づくロードマップを策定する。

統合イノベーション戦略2024（令和６年６月閣議決定）

✓ 2030 年代の発電実証を目指すとともに、産業化までも見据え、現行戦略を早期に改定する。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版（令和６年６月閣議決定）

原型炉に関するこれまでの検討の経緯⑤
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チェック・アンド・レビュー項目（平成29年12月核融合科学技術委員会※令和5年4月改訂）

原型炉に関するこれまでの検討の経緯（参考①）
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原型炉に関するこれまでの検討の経緯（参考②）

・アクションプランとは、原型炉を実現するために必要な開発項目ごとに、具体的な技術課題に対する実施内容や
各々のマイルストーン及び実施が期待される機関・組織を網羅的に列挙したもの

・核融合科学技術委員会の「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」（2017年12月）に基づき、アクション
プランを策定

・「炉設計」、「超伝導コイル」などの項目別に、各段階で実施すべきアクション、完了しなければならない
アクションを示した「構成表」と、補足説明を記載した「項目別解説」で構成

●経緯・概要

●アクションプラン構成

０．炉設計 １．超伝導コイル ２．ブランケット ３．ダイバータ ４．加熱・電流駆動システム
５．理論・シミュレーション ６．炉心プラズマ ７．燃料システム
８．核融合炉材料と規格・基準 ９．安全性 １０．稼働率と保守 １１．計測・制御
１２．サイト整備 １３．社会連携 １４．レーザー方式

●改訂歴

現行のアクションプラン：                                    
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/074/houkoku/1412800.htm

・第１回中間チェック・アンド・レビューを受けて、2023年７月に改訂。記載内容のうち、第２回チェック・アンド・レビュー
以降の内容については、ITER機構のベースラインの見直し等を踏まえて、再度検討

原型炉研究開発に向けたアクションプラン （平成29年12月核融合科学技術委員会※令和5年7月改訂）
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原型炉研究開発ロードマップ（一次まとめ）（平成30年７月核融合科学技術委員会）

原型炉に関するこれまでの検討の経緯（参考③）



原型炉開発総合戦略タスクフォースにおける議論①
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原型炉開発総合戦略タスクフォースにおける議論②
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第36回原型炉開発総合戦略TF 資料(「発電実証のさらなる
前倒しの可能性」について) 一部改訂 令和6年8月19日
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原型炉開発総合戦略タスクフォースにおける議論③
第37回原型炉開発総合戦略TF

資料 令和6年11月1日
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原型炉開発総合戦略タスクフォースにおける議論④
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第37回原型炉開発総合戦略TF
資料 令和6年11月1日



原型炉開発総合戦略タスクフォースにおける議論⑤
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第37回原型炉開発総合戦略TF
資料 令和6年11月1日



原型炉開発総合戦略タスクフォースにおける議論⑥
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第37回原型炉開発総合戦略TF
資料 令和6年11月1日
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⚫ 原型炉の早期建設の肝要性、ITER計画の進捗状況などを踏まえ、「発電実証のさらなる
前倒しの可能性」について検討。

⚫ 原型炉の第1期目標を「発電実証」として、後に多段階で改造する計画案(プランD)の技術
的実現可能性が示されたことを踏まえ、原型炉目標の見直しや技術的課題のさらなる検討、
現実的な工程表の作成などが必要との方向性を得たところ。
  <さらなる検討を行う必要がある技術的課題の例>

    ▸発電実証に伴う真空容器内の放射化・廃棄物対策、開発設計段階における遠隔保守の研究開発
    ▸原型炉の製造・電源などの国産化の精査・国内技術の開発・技術的優位性の確保
    ▸核融合中性子源による研究開発との相補性 ▸加熱方策におけるJT-60SAの研究開発との相補性
    ▸中性粒子ビームの開発が遅延した場合の方策 ▸高いアスペクト比を小さくするための方策

⚫ また、ITER 計画のベースラインの見直しによる影響は、トロイダル磁場(TF)コイルなど、
ITERで得られた知見を活用(ITERと並走で原型炉
研究開発を実施する相補的なリアルツインの手法)
することで、軽減でき得るのではないか。

⚫ 今後、原型炉研究開発ロードマップの見直しに向け、
ITER計画やJT-60SA以外の核融合中性子源や
安全性研究・トリチウム取扱技術、ブランケット開発、
人材育成や社会受容性などについて審議を行い、
バックキャストに基づくロードマップの策定や国家戦略
の改訂の議論に結び付ける予定。

原型炉研究開発ロードマップの見直しに向けた今後の議論の方向性(案)
第40回核融合科学技術委員会 資料 令和6年11月12日
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原型炉開発総合戦略タスクフォースにおける議論⑦
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第41回核融合科学技術委員会
資料 令和7年2月7日



原型炉開発総合戦略タスクフォースにおける議論⑦
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第41回核融合科学技術委員会
資料 令和7年2月7日
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